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■ 目標⑦：学び直し促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：文部科学省ホームページ （http://www.mext.go.jp/） 

図－12 

〈図－12〉 これもまた先ほどの恒等式の生産性とも絡むわけですが、学び直しというのは雇

用流動化、柔軟性ということで政府もよく言っていますが、この指数は非常に重要です。大学

入学者のうち 25 歳以上で学んでいる人の割合、つまり社会人として社会で仕事をし、また大

学へ行っている人。25 歳以上ですから、25 歳だけではなくて 40 歳、50 歳の人も入っている

わけです。その割合がどのぐらいかというと、OECD（経済協力開発機構）各国の平均は 21%。

日本は 2.0%。日本で学び直しの社会ということが盛んに政策提言に出ていますが、日本は社

会人が学ばない社会です。なぜか。企業に入っていれば、それで雇用が安定するというので学

び直しのインセンティブが乏しいのかもしれません。 
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■ 目標⑧：世界最高水準の IT 社会の現実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省「ICT 国際展開・国際政策」 

図－13 

〈図－13〉 それから IT 分野でも日本は非常に劣後しています。ここでようやく出るという

ことです（右表赤帯部分）。インターネット利用者数についても、2000 年ごろはアメリカが 1

位、日本が 2 位で、当時はインターネット関係の国際標準を議論するときに、日本とアメリカ

が談合というか議論をすれば何とか決まる時代でしたが、今や日本はかなり低い数字で止まっ

ています。代わりに中国が急激に上昇してきました。 

 E-government という議論があります。しかし、その実際の使われ方は非常に鈍い。ある法

律を見ていましたら昭和 20 年代にできた法律で、教科書というものは印刷物。紙に印刷した

ものしか教科書と認めないということですから、インターネットを使って教育をしようとして

も、それは教科書としては認められないのです。せいぜい副読本です。したがって、その教科

書無料制度の対象から外される。E-education が全然進まないということだと思います。 

 病院のカルテの交換もそうです。みんな縦割りで、それがインターネットのネットワーキン

グではなくてノットワーキングでしかないということなわけです。 
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 図－14 図－15 

〈図－14、15〉 80 年代の日本のイメージはこういう具合です。図-14 は Honda さんです。 

図-15 はまさに円が強くて、最近またゴジラという映画が出てきましたが、これは日米合作の

ハリウッド製で、こういうイメージがあった。それから現在の時点は、冒頭に紹介した悩める

日本（図-1）になっています。 

 

■ 付加価値を確保する真のイノベーションを 

 さて、これからの可能性についてちょっと触れたいと思います。 

 以上のようなことをまず認識することが、いろいろな成長戦略の実行の出発点になる。遅れ

たところはスピードを高めなければいけない、速めなければいけないということだと思います。 

 それからイノベーション。盛んに冒頭に言ったように 40 回出てくる言葉、これを調べてみ

ますと問題点が明らかになります。イノベーションというのは今、日本で「技術革新」と訳し

ていることが多いです。1958 年の『経済白書』でそう訳したのが初めだそうです。しかし日

本におけるイノベーションというのは、日本以外で使っているイノベーションと全く違います。

非常に特定の技術の改良という形でイノベーションを使っていますが、もともとのイノベーシ

ョンはそれが利用されて付加価値を生み、社会を変えていくというところまでいかないとイノ

ベーションにならない。 

 ご承知のようにオーストリア生まれのシュンペーターが、イノベーションという言葉を

1911 年に使い始めていましたが、その中では消費者の間でまだ知られていないような、生ま

れていないような新しい物、サービスの生産、これが 1 つ。第 2 は、新しい生産方式の導入。

第 3 は新しい販路の開拓。第 4 は原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得。第 5 は新しい組

織の実現。そういうものが全部セットになって、イノベーションである。 

 イノベーションは単なる技術革新ではありません。技術革新というような議論、翻訳でやっ

ているために、多くの企業や国の政策もイノベーションというと特定のエンジニアに任せてお

けばいいという話になりますが、本来のイノベーションではもっとシステムをうまく利用する
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ようないろいろな規制の改革や、企業の風土の改革という非常に幅広い、システムのイノベー

ションが入るわけです。日本が技術革新と言って狭く議論しているイノベーションで、たまた

まいくつかの製品が生まれるかもしれない、技術的には高い、あるいはハイエンジニアリング

で質が高いかもしれない。しかし、オーバースペックになり日本でしか売れないものになって

しまうようなことにもなりかねません。 

 したがって、イノベーションについてはそういう付加価値を最終的に生んで社会を変える、

経済を変える、企業を変える、国の行政のあり方を変えるというところまでいくようにする、

そういう発想がなくてはいけない。したがって、それは縦割りではなくて社会や国が横断的に

対応しなければいけないということだと思います。 

 

■ 時代ニーズに応じた企業ガバナンスの改善 

 それから、先ほどの政府の改革で企業のガバナンスの議論をしています。社外取締役を増や

せとか、女性の管理者を増やせとかいろいろあります。これは意識していなかったのですが、

日本では外国人投資家が増えた結果、外国人は今、日本株式会社の最大の株主になっています。

筆頭株主は外国人投資家です。30%の株を持っています。一時期はメインバンクシステムとい

って、大銀行を中心に金融機関が持っている比率が高かったのですが、金融機関の持株比率は

今 3 割を割っています。今最も株を持っているのは金融機関に代わって外国人投資家です。中

にはものを言う外国人機関投資家が出ています。 

 そういう中で 1 つの可能性としては、彼らの声が変化を生むかもしれないということです。 

 それから日本以外にも、例えば IMF の最近のワーキングペーパーを見ていますと、日本に

対してこうやってやったらいいとか、いろいろ制度改革、政策改革についての提言がいっぱい

出ています。それくらい世界が日本に関心を持ち始めたということでもあります。 
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■ 日本の潜在的な有望分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：総務省 

図－16 

〈図－16〉 それから最後に、日本の潜在的に有望な分野ということにちょっと触れてみたい

と思います。 

 亡くなったピーター・ドラッカーは、日本の 21 世紀前半の最大の可能性は、1 つは高齢化だ、

2 つ目は環境問題、3 つ目はエネルギーであると言っていました。高齢化を日本は非常に後ろ向

きに捉えているけれども、この図が示すとおり世界中が急激にこれから高齢化します。韓国の出

生率が今 1.1 か 1.2 ですから、日本の出生率よりも低いです。中国は一人っ子政策の結果、無理

に 30 年前にそれがされたために、あと 15 年も経てば中国は段差をつけて高齢社会になります。 

 そのときにみんな慌てるわけです。日本もようやく慌てているわけですが、しかし対応を始

めています。ドラッカーに言わせれば、日本は過去の歴史を見ても本当の困難に当たったとき

に驚くほどの対応をした。それは石油ショックに対する対応だったり、環境に対する対応だっ

たりした。日本は次に一番厳しい人口動態の壁にぶつかる。しかし日本はそこでくじけるはず

がない。それに背を向けずに乗り越えられるはずだ。日本はそれをバネにして、新しい経済、

社会を作るのではないかと言っています。 

 高齢化社会しかり、環境問題しかり、エネルギーもそうだとドラッカーは言うのです。石油

が日本にないということが、石油ショックのときの日本の成長のバネになったわけです。ない

ためにみんな危機感を持って燃費率を高めた。鉄鋼業も超強力鋼板をつくった。いまだに薄く

て可塑性があって強い自動車用の鋼板は、世界の自動車メーカーが日本に買いに来るわけです。

あれも日本で石油危機があったから可能だった。 

 それから、Honda さんの場合ですが、1970 年、アメリカでマスキー法が出ました。Sox（硫

黄酸化物）を短期間で何割も減らさなければいけない。アメリカのビッグ 3 はみんなこんなこ

とできるわけがないと大反対しましたが、それが議会を通ってマスキー法となりました。最初
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にその基準をクリアしたのが Honda の自動車です。CVCC というものです。 

 ということは、その Honda の経営だけではなくて環境問題全般への日本の権威をもった対

応が指摘できます。東京でオリンピックをやったときに東京から富士山が見える日が 1 年の内

40 日とか、しばらくして 30 日ぐらいになったそうですが、現在は東京から富士山が瞬間でも

見える日が 120 日ぐらいはあるそうです。それは環境の改善につながるような経済の仕組み、

システムを変えたということだと思います。 

 

■ スマイル・カーブへの対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－17 

〈図－17〉 私はこれを非常に重視しています。この下向きの曲線はものづくりにおけるいわ

ゆるスマイル・カーブで、左側から企画・設計から部品、Ｂが組み立てです。それから組み立

てたものを販売します。アフターサービスがあります。あるいは Business to Business、ビジ

ネス・サービスがあります。 

 これは生産とかビジネスのプロセスで、縦は付加価値の水準です。点線は 1960 年代、日本

がこれ（上向き点線カーブ）で有利だった。技術は海外から安く導入する。安い天然資源を海

外から輸入する。それを使って、賃金がまだ当時安かったですから、安い労働力と組み合わせ

てこの組み立てで高い付加価値をもたらした。日本が輸出大国としてアメリカを驚かせたのは

このあたりです（図内Ａ）。 

 ところが今はこうです（図内Ｂ）。例えばこれは中国です。新興国はみんなここに入ってい

る。技術がなければ外から買う。海外の企業も入ってくる。しかも、それは低賃金と組み合わ

されますから安くできる。ここは価格破壊の地獄の世界です。 



24 

 従来型の生産とかビジネスにこだわっていると、Ｂのところでみんな敗退するわけです。家

電メーカーの多くが敗退し始めたのはこれです。ここは低価格での激戦区で、高コスト、高価

格の日本はとても勝負にならない。IBM はここで負けそうになってこの組み立てをやめて、全

部ハードは中国に売ってしまって、ビジネス・サービスで新たな付加価値をもたらします（図

内Ｃ）。あるいは例えばファナック㈱の、全部ロボットで使うような工作機械とかがあります。

レベルが高い機械を作れます。そうすると、ほかの国はできないということで、どのプロセス

もみんな付加価値があります。 

 ですから、Ｂのレベルから抜け出してこちら（手書き点線カーブ）へ上がること。上向きの

点線カーブのように形の安いものを買って付加価値を高めて売るというシナリオはもう難し

いでしょうから、このレベル（手書き点線カーブ）を目指さなければならない。ですからＡか

らＢへのトラップからいかにして抜け出すかというのが、おそらくこれからの経営の一番重要

なところだと思います。 

 例えばメーカーでも、日立はＢを抜け出してプラントのシステム全体を設計したり売ったり

する。そういうような、かなり違ったビジネスを始めてＣの辺りで経営が変わり始めています。

Ｂにとどまっている一部のメーカーは、いくらコストを削減しても人件費の面で新興国に勝て

るはずがない。ですから日本はＡ～Ｂの段階から卒業して、高付加価値の分野にいかにしてシ

フトするか。このカーブはスマイル・カーブと言っていますが、今これは全然笑えない悲しい

ものですが、もう少しスマイルになる形にすべきです。 

 

■ 日本の潜在的な有望分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－18 

〈図－18〉 それから、時間の関係でお話が抜けましたが、有望な部門についてピックアップ

してみました。元素戦略というのはこの懇談会でもテーマになったことがあります。元素の組

み合わせ方によって新しい機能を生み出すというものです。数年前に日本が中国からレアアー
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スの輸出を止められました。しかし、この元素戦略が動き出して企業レベル、研究機関レベル

で希少金属、希少元素よりも時には機能が高いものを生み出す。特にこれは日本発のオリジナ

ルな戦略です。海外が日本の元素戦略を真似しようとしているところです。 

 等々、まだ日本が遅れていることは、やりようによっては進むことがある。進む過程で、本

当に進めば日本の成長率は高まる。日本のキャッチアッププロセスは終わった。次の本当の成

熟した、新しい経済発展戦略という日本の国のモデルチェンジを考えなければいけない。今あ

るものは稼働率が低いから上げるという、需要を追加するだけの政策はもうキャッチアップ過

程で終わったはずです。そういうモデルチェンジを本来 80 年代にやってしかるべきところ、

バブルが生まれてみんないい気になってそれを忘れてしまった。バブルが弾けたら、今度は皆

しょぼんとしていて、まだ新しいモデル、新しい国づくりができていない。 

 一言で言うと、日本は失う必要もなかった 20 年だったということを実感しながら、今やる

べきことについて方向とスピード調整をする必要がある。日本にまだ可能性のある分野は列挙

したとおりまだまだあると見ています。高い席からどうも失礼いたしました。 

 

 

【質疑応答】 

 小島： 冒頭言うべきでしたが、各政権みんな成長戦略をやって実行する段階以前に政

権が変わってしまったのですが、今回の政権は皆さん好き嫌いはあるかもしれ

ませんが、1 年 8 ヶ月続いています。9 月 3 日に組閣で内閣改造があって、一

部少し政局的な動きもありますが、おそらく安倍政権が続く。来年の総裁選で

安倍政権がまた続くとなると、総裁は 1 期 3 年、2 期までで終わります。しか

し首相に任期はありません。ですから任期は全部自民党総裁の任期です。それ

をクリアしますと 2018 年 9 月、あと 4 年 1 ヶ月続く可能性がある。もしそう

だとしたら好き嫌いは別として、（安倍政権に）やるべきことをやっていただ

く。皆さんでプレッシャーをかけていただきたいと思います。 

 

 谷口： 谷口と申します。きょうはどうもありがとうございました。 

  私はきょう日本の成長戦略について、小島先生から本当に素晴らしい講演を

伺ったのですが、その点はよくわかります。ただ私が OECD にいたときに、

OECD も最初に成長戦略ありきと言っていた。そのときに私が矛盾を感じたの

は、成長の結果もたらされる 1 つの貧富の格差。この点はアメリカについても

非常に大きな問題になっています。 

 OECD の考えでは貧富の格差がある限りヨーロッパの安定はないということ

で、OECD も成長戦略についていかに貧富の格差をなくしていくか、最低賃金

をどうしていくかいろいろ議論をしてきましたが、例えばきょうアベノミクス

の中で福祉政策と、それから最後にもたらされる貧富の格差の問題についてあ

まり触れていない。この点について私は 1 つのジレンマを感じるわけですが、

その点はどう考えておられますか。 
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 小島： OECD で大活躍された大使からのご質問ですが、確かにご指摘のように OECD

の分析でも日本の貧困率は急激に高くなっています。その中で例えば若者。若

者が減ってしまった、大変だと言いながら若者は仕事がない。あるいはあって

も非正規です。したがって、それから貧困な若者たちが結婚できない。あるい

は結婚しても子どもは持てない。しかし一方で少子化対策が必要だと、非常に

矛盾があるわけです。 

 なぜそういうところまで議論しないかというと、若者が大人しいということだ

けではなくて、政治学で薬師寺泰蔵氏さんがよく議論している、シルバー・デ

モクラシーの問題があります。高齢者がどんどん増える。高齢者のほうが若者、

20 代、30 代よりも 1.5～2 倍の投票率で投票所に行く。高齢者がオーバーリプ

レゼンテーション（代表）すると、年金問題についても若者のための、その次

の世代の分はどうするかというのではなくて、今、国会においても自分の世代

についての議論しかほとんどない。これは、選挙民として若者よりも高齢者に

いったほうが、票が集まるためです。 

 それは 1 つ日本的な民主主義の危機の問題です。より広くは、最近フランス人

のトマ・ピケティが書いた『21 世紀の資本』がとりわけ英語に訳されてからア

メリカで大ブレークしています。アメリカにおいての貧困、要するに格差。新

しい貧困がどんどん生まれている。格差の問題は中国とか急激に発展している

途上国だけの問題ではなくて、今先進資本主義の新しい問題として議論されて

います。それを乗り越えるためには若者に対しての扱い、あるいは教育のあり

方も含めて社会のシステム、これはですから社会的なイノベーションという意

味で必要だと思います。 

 これを放置すると非常にそのシステムが、民主主義の危機になったり資本主義

の危機になったりする。中国においては体制の危機、つまりレジームの危機に

なると思いますが、これは 21 世紀的な新しい課題であって、決してそれを軽

視しているわけではありませんし、この成長戦略では本来もっと議論するべき

ところですが、そこは確かに抜けています。 

 

 向井： きょうはありがとうございます。向井と申します。おっしゃっていた中で 2 つ

キーワードがあったと思います。起業家を増やすというのと、スマイル・カー

ブ。スマイル・カーブにおいては川上が大事。すなわちイノベーションが起こ

るべきだということで、ただイノベーションという中でもいわゆる有名なイノ

ベーションのジレンマという言葉があるように、なかなか難しいという事実が

ある中で、私などは大企業とベンチャー企業の連携がすごくこれから大事だと

思っているのですが、その辺の意見を聞きたいなと思って発言しました。お願

いします。 
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 小島： 例えばイノベーションといえば起業です。日本でしたらビル・ゲイツは絶対ビ

ジネスはできなかったと思います。これは日本の金融市場、資本市場の性格に

よります。日本の金融市場というのは、キャッチアップの遅れた経済が発展す

るために非常に有効に機能しますが、あるところまで発展すると新しいフロン

ティアを開くときに必要なのは資金量よりも資金の質、リスクマネーをどうや

って生み出すかが重要になります。銀行業務は預金者に対する返済があります

から、確実に回収しなくてはいけない。一か八かは取れない。貸し付けるため

には担保が必要である。担保の価値が下がると掛け目を戻すために、もう 1 回

追加担保を取るというやり方です。 

 ビル・ゲイツの仕事のスタート時にはインテリジェンス、知識、技術はあるけ

れども工場はない。工場は貸しビル。ビルは借りて工場も借りる。自分の有形

の不動産、資産はないわけです。そういうところには日本の金融システムは十

分に対応できない。部分的にリスクマネーを提供しようという動きもあります

が、新しい可能性に対する確率は、20%でも 10%でもいいからどんどん賭けて

みようという格好のリスクマネーというものは生まれにくい仕組みになって

います。 

 現状では、過去の成功体験の尻尾をまだ依然として持っている金融システムが

続いていると思います。急に変わることはないと思いますが、方向としてはリ

スクマネーをどうやって供給するか。それによってリスクテイカーが応援され

る。リスクテイカーがそれでチャレンジする。 

 そういうこともそうですし、それからよく小泉政権以来言っていた、セカンド

チャンスを与える社会にならなくてはいけない。1 回失敗したら全部もう駄目

だというのではいけない。今は名前が変わってしまいましたが、当時、第一勧

銀（DKB）の香港の職員が融資に失敗して大穴を開けたんです。そのときに日

本では完全にクビになって糾弾されたのですが、その人材を海外の金融機関は

買ったんです。それだけ勇気を持ってやれる人を使ってみようと。 

 日本において、それも価値観の転換が必要なイノベーションのための価値観転

換は受け入れられない。失敗は成功の元であるということを言葉としてはわか

っていても、失敗したら許さないという社会であって、今の大企業の経営者は

みんな失敗を避けて、危なくないことをやってきた結果、生き残って経営者に

なった人が多すぎるんです。ですからリスクに挑戦するような投資をしない。

銀行の預金として持っている。その銀行は、リスクマネーは貸さなくて国債を

買っている。これはそういう意味では極めて重要であり、かつシステムの問題

だと思います。 

 

 藤原： エコミック㈱の藤原と申します。この間、日本を豊かにする会に参加させてい

ただきました。 

 私はパナソニックに 35 年、いわゆる大企業に勤めさせていただいて数年前に
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会社を 2 つほど起業いたしておりますが、私は大企業に勤めているときは日本

を動かしているのは大企業だと思っていましたけれども、今私はやはり日本を

動かしているのは中小企業、ベンチャー企業だと思っています。当然のことな

がら 99%が中小企業だし、雇用でいくと 76%だということで、何とか中小企業、

ベンチャー企業を自分の力で応援したいなと思っております。 

 いろいろと話しますと、今のご質問に関わってくるのですが、ドラッカーが、

日本が高齢化になったことを逆手にとって日本が頑張らなきゃならない、フロ

ントランナーで、というお話があったと思います。今、中小企業が抱えている

問題は人材ということで、やはり大企業で働きたい人がたくさんいる。しかし、

なかなかそれのマッチングができない。ミスマッチが起きている。この辺を何

かいい方法がないのか。例えば政府として、大企業の人材を活用した場合に中

小企業に資金を入れるとか、そんなことができないのかどうか。そんなことを

今思っているのですが、いかがなものでしょうか。 

 

 小島： 皆さんのお知恵を拝借したいテーマですね。確かに重要なことですが、人材と

いう面では例えば日本にいる海外からの高級人材というのは、ほかの国と比べ

て非常に少ないです。日本では例えば石油がない、何がないというときに足り

ないものに対してそれを乗り越えるために大事にして使ったのですが、日本は

今人口が急激に減って生産年齢人口も急激に減って、大事にしなくてはいけな

い人材を十分活用していないということです。 

 それから今の定年制。とりわけ技術者が 60 歳になるとみんな離れます。それ

をずっと見ながら一部の国はパクッと引き抜いていく。非常に日本は技術移転

で貢献しているわけですが、やはり人材を使いこなしていないということだと

思います。 

 いろいろな中小企業がある先進国の多くで大企業の時代は終わり、中小企業が

フロンティアを開拓する時代だと議論しています。しかし、日本ではまだ大企

業中心の社会的な価値観があまりに強く残っている。それは若者本人がそう初

めから思ったのではなくて、彼らの両親たちがそういう大企業中心の考え方で

引っ張られているのではないか。インターネットとか新しいハイテクの世界と

いうのは、人数が何万人もいる工場ではなくて少人数でどんどんできる。ある

いはオープンで共同でやる技術者をどんどん集める。やはりその辺においても

イノベーションが必要であると思います。 

 iPS 細胞の山中伸弥教授と雑談したことがあります。あの分野で日本は、今は

中小グループの研究活動ですが、最初は日本が先頭を走っていた。しかし、今

やアメリカはそれに対して、ベンチャーキャピタルがありいろいろな投資家な

どが、この分野で研究したい人と言って世界中から「この指とまれ」で募集し

て、公的資金だけではなく民間の資金も人材もどんどん投入している。 

 例えば日本は iPS 細胞に対しての国の予算的な応援は、これまでの発想からす
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ると一桁大きいはずですが、カリフォルニア州 1 州だけで、いくつかの研究所

が日本の国全体の iPS 細胞支援のために投入されている資金以上のものを動員

しています。これはリスクマネーがあり、リスクテイカーがいるためです。そ

れにまたチャレンジする外の人材がいる。それは政府の具体的な支援というよ

り、やはり民間でもシステムの発想を変えていくということが極めて大事じゃ

ないかというような感じがいたしますが、残念ながらいい答えは持ち合わせて

おりません。 

 

 唐沢： 立命館大学名誉教授の唐沢ですが、小島先生どうもありがとうございました。 

 お話を伺って私もたいへん大賛成です。私は実は大学で 40 年間教壇に立って

学生たちを指導してきて、先生が先ほどご指摘された留学生の問題ですけれど、

これは 5 万いくらかというのは事実だと思います。 

 その全く同じ時期に日本に来ていた留学生は約 12 万いるわけです。その数も

このところちょっと減っているのですが、若い諸君がちょうどそのときを境に

していろいろな変化があるのですが、ご指摘にあった 80 年代に実は私のゼミ

にもアメリカの USTR（米通商代表部）の諸君まで来て、日本的経営を学んで

帰っていったのです。そのときにアメリカの若い人たちが日本的経営をどの点

で学んだかというのをフォローアップしてみたのですが、やはり各企業がすご

く先端的なことをやっていると褒めの言葉ばかりだったのですが、ではなぜ冷

戦が終わったときに急に競争力を失っていったかというテーマなのです。 

 質問の趣旨はこうです。いろいろご指摘のとおりありますが、ずっと見ていま

すと個別には日本の社会もいろいろ工夫して努力して、90 年代以降も成果を上

げてきた。それは企業もそうですけれど。しかしながら、よく見ているとそれ

ぞれの分野の人たちは抜き身で仕事をしている。 

 アメリカで少し私が大学でやってきてしみじみ思うのは、あの社会は絶えずネ

ットワークの社会でいつも情報が公開されて、そして相談をして、それを政策

化している過程が日本とは比較にならないほど進んでいる。技術があり知識が

あり経験があり、日本もアメリカやヨーロッパと変わらないぐらいの力を今で

も持っていると思っています。それがなぜこのようになるか。私は、1 つはや

はり徹底した情報公開と、それからそれを政策化していく知恵の出し合い、相

談をしていく。よく縦割りうんぬん言われますが、そこの部分が欧米に比較し

て圧倒的に遅れているのではないか。 

 シンクタンクの発達が、例えばノンプロフィットでインディペンデントのシン

クタンクが 1 つや 2 つあっていいじゃないかとよく欧米の諸君から言われるけ

れど、その部分が遅れているのが非常にこの国を見劣りさせている。先生のご

指摘の部分は私も大賛成ですが、それを達成していくためにアベノミクスだけ

ではなくて、この社会を本当に今までの経験を結び付けてもう頭 2 つぐらい出

るためには、私はやはり徹底した政策研究と政策形成のところがこの国にとっ
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て最も必要ではないかと考えているのですが、いかがでしょうか。 

 

 小島： もう答えをおっしゃっているわけで、要するに政策イノベーションです。従来

の延長ではなくて、時代のニーズに応じて横断的に機能する仕組みを出す。遅

れた国が成長するには、目標はみんな一致しやすいです。目標が一致して直線

を描いて、あとは同じことをやればいいわけです。それは縦割りでそれぞれが

特化して専門化したほうが効率はいいわけです。 

 ところが方向を変えなくてはいけない。突然これが既得権になって、その方向

そのものに反対するというのが、行政だけではなくて民間のカルチャーにも出

てきます。大学もそうですし研究所もそうです。それは日本が本当の最後のキ

ャッチアップ、本当の深い成熟をする社会に挑戦するんだ、ただ追いかけるだ

けの時代は終わった、それは卒業して次の高みに行くんだ―という社会的な価

値観がしっかり生まれることが出発点だと思います。非常に重要な点で、唐沢

先生がおっしゃるとおりだと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ このレポートは平成 26 年 8 月 26 日 コートヤード・マリオット銀座東武ホテルにおいて行われ

た、第 131 回本田財団懇談会の講演の要旨をまとめたものです。本田財団のホームページにも掲

載されております。 

講演録を私的以外に使用される場合は、事前に当財団の許可を得て下さい。 
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